







Positioning of the Residents in the Community after School Consolidation 
: Issues and Discussions 




This paper aims to clarify the effects of school consolidation based on a case study. What is nor-
mally pointed out as effects of school consolidation are aspects such as conflicting opinions between 
PTA and residents. This approach, however, does not consider the feelings of local residents, and 
results do not necessarily reflect their actual situation. It is important to analyze the changes in the 
residents’ feelings throughout a certain period of time after school consolidation. 
This paper analyzes a case of the residents of “City B” in Iwate prefecture in Northern Japan. 
“City B” is a region with a falling schoolchild population, which has been considered seriously. 
Given this, school consolidation was conducted during the period between 2003 and 2013. 
I interviewed residents several times and conducted the PAC (Personal Attitude Construct) analy-
sis.  
This paper is organized as follows. First, I describe some changes happened to the mindset of the 
residents during the year of 2013, after the merger. Then, I consider how to establish a cooperative 
relationship with the residents, revealing a change in their attitudes. Finally, based on these results, I 
consider the possibility of cooperation between schools and residents from the viewpoint of the res-
idents’ feelings toward school and community. 
 
                                                     





































 本稿では、以上の観点に基づき B 市の旧ｃ町を対象とする。旧ｃ町は、市町村合併前から統廃合
の検討が進められ、「中・長期学校再編計画実施予定工程表」が作成され、2003 年の検討開始以降
2013 年 4 月に 3 件目となる統廃合が実施されるまで、10 年間にわたって統廃合が検討されてきた地
学校統廃合後の地域の位置づけとその課題 
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域である。旧ｃ町を対象とした理由は、次の 2 点である。第 1 は、B 市は県内で今回の統廃合検討
期間である 2003 年から 2013 年に、最も統廃合の検討対象となった校数及び統廃合件数が多く、ま
た特に旧 c 町は、同市内の他地域に比べて突出して対象校が多く、継続的な検討が行われていた点






 以上から、本稿では第 1 に統廃合の検討に関わった保護者と地域住民それぞれに対して実施した
PAC 分析結果を示し、統廃合の検討に関する意識差を示す。第 2 に、統廃合を検討する際の観点を
踏まえて、保護者と地域住民の間で協働関係を構築しきれない要因を明らかにする。その上で、保
護者と地域住民の両者が統廃合後に連携していくための支援の在り方を検討する。そして、統廃合
後の地域による新たな統合校への支援の可能性についての視座を得ることを第 3 の目的とする。 
２ B市・旧 c町の概要と対象者の紹介、分析手法 
2-1 概要 
 B市は、岩手県南部に位置し、宮城県、秋田県と接している。人口 12 万 6,162 人、4 万 6,100 世帯、
面積 1256.25 ㎢の県内第 2 の市である。2005 年 9 月に 1 市 4 町 2 村による市町村合併を行い、その
後 2011 年 9 月に更に 1 町との合併を行い、計 8 市町村の合併によって誕生した市である。東西に約















ｆ村）とB市の中心部に位置する 1 自治体（旧ａ市）の計 5 自治体で少子化の現状や学校規模の適
正化の基本的な考え方について共通理解を図るための懇談会が各 3 回、対象自治体で計 15 回開催さ




B 市教育委員会『旧 c 町地方図』より筆者が編集。 
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旧ｃ町は、図 1 に示した通り、B市の北東部に位置し、人口 15,313 人、4,873 世帯の地域である5)。
表 1 に見られるように、2006 年以降 3 件の統廃合が実施され、B市の旧市町村の中で最も統廃合対
象校及び統廃合件数が多い。まず、2006 年に 5 校
による統合が行われ、2010 年に 2 校による統合、
2013 年に 3 校による統合が実施された。統廃合の
対象となった小学校は全て廃止となり、いずれも
新設統合の形態を採っている。統廃合の対象とさ
れた 11 校は 3 校になり、統廃合を実施しなかった









関わり、2003 年から 2013 年までの間、統廃合を検討し続けていた人々である。 





て、統廃合の検討時点からその後の経過までを経験している上記 2 名を選定した8)。 
 
2-2 分析手法 






④ 対象者9) によるクラスター構造のイメージや解釈の報告 
































「－（否定）」、「0（中立）」の 3 段階に分けられている。 











3-1 保護者 aの意識－提示刺激－ 




ターの分割を行った。その結果、4 つの群で分割することが妥当としたため15)、クラスターは 4 分
割となった（クラスター１：a,f、クラスター2：g,d,e、クラスター3：b、クラスター4：c）。7 つの
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 以上、各クラスターにおける保護者 a の具体的見解を追ってきた。クラスター1 及び 2 は、問題
の所在が見え始めてきたというプラスの意識が含まれる群（クラスター2）と目的意識の醸成（クラ
スター1）が示され、これらは Height50 付近で結合する。ここからは、児童への教育効果を中心に















スターの分割を行った。その結果、3 つの群で分割することが妥当としたため、クラスターは 3 分
割となった（クラスター１：gg,aa,bb、クラスター2：ff、クラスター3：ee,cc,dd）。7 つの連想項目
















































































 177  
て言われれば、ちょっとはっきりとは分かんないけども、前はあまり意識しなかったことが、どん
どん大きく（深刻に）なってきている感じがします。」 
















































































































































2）この審議会は、2007 年 8 月から計 3 回の審議が行われ、11 月に答申が出された。審議委員は、PTA 会長、行政
区長、まちづくりスタッフバンク登録者の計 28 名で構成された。 




4）この時点では、2011 年 9 月に新たに合併した 1 町（旧 h 町）は、含まれていない。 
5）『平成 22 年度 国勢調査』を参照。 
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8）調査は、2006 年 7 月、9 月、2010 年 5 月、2013 年 9 月、に行った。尚、2006 年の調査では、保護者 6 名（全員、
当時のPTA役員）、地域住民 5 名に対して半構造化面接法によるグループインタビューを実施した。今回対象者と












イメージ比較」『奈良教育大学紀要, 人文・社会科学』59 巻 1 号（2011）、等が挙げられる。 
13）土田義郎「PAC 分析支援ツール ver.20080324」（2008）。尚、土田からは使用許可を得ている。 

















土田義郎「PAC 分析支援ツール ver.20080324」（2008）。 
内藤哲雄「個人別態度構造の分析について」『人文科学論集 27』（1993）p.61。 
内藤哲雄『PAC 分析実施法入門 改訂版』ナカニシヤ出版（2009）pp.27-28、35、70。 
葉養正明「『公立小中学校統廃合は政治過程』という視野の政策フレームとしての意義」『日本教育行政学会年報』






（受理日：平成 26 年 3 月 24 日） 
